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最近の道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、住宅投資は、基調としては前年を上回って推移している。輸出は、東

欧・ロシア向けが増加したが、主力であるアジア・北米向けを中心に減少している。個人消

費は、冬物商品の販売が低調で弱い動きとなっている。公共投資は、国および地方公共団体

の財政面の制約から大幅に減少している。

生産活動は、需要の減少から基調としては低下傾向にある。雇用情勢は、有効求人倍率、

新規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数は減少したものの負債総額は増加してい

る。
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①個人消費～弱い動き

１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．５％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．９％）は、主力の衣料

品、飲食料品ほかすべての品目が前年を下回

った。スーパー（同▲１．６％）は、主力の飲

食料品ほかすべての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比±０．０％）

は、たばこ値上げによる駆け込み需要の反動

減から回復し前年並みとなった。

②住宅投資～１３ヶ月ぶりに減少

１１月の新設住宅着工戸数は、２，６１３戸（前

年比▲１５．０％）と１３ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋９．５％）、分

譲（同＋５５．０％）は増加したが、貸家（同

▲３５．３％）が１３ヶ月ぶりに減少した。

４～１１月累計では、２１，６１５戸（前年同期比

＋７．５％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋７．５％）、貸家（同＋３．７％）、

分譲（同＋２８．１％）いずれも前年を上回っ

た。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比２ヶ月ぶりの上昇

１１月の鉱工業生産指数は、前月比＋４．６％、

前年比では＋２．５％とそれぞれ２ヶ月ぶりに

上昇した。

業種別では、前年に比べ化学工業やパル

プ・紙・紙加工品工業などが低下し、鉄鋼業

や金属製品工業、印刷業などが上昇した。

④公共投資～９ヶ月連続の減少

１１月の公共工事請負金額は、３９４億円（前

年比▲２２．７％）と９ヶ月連続して前年を下回

った。

発注者別では、国（前年比▲３８．６％）、道

（同▲９．５％）、市町村（同▲２０．５％）いずれ

も前年を下回った。

４～１１月累計では請負金額６，２１４憶円（前

年同期比▲１９．９％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４４倍となり、前月比では０．０１ポイント低

下、前年比では０．０６ポイント上昇した。前年

比は１０ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１８．４％増加し１０ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（前年比＋２８．８％）やサービス業

（同＋３４．９％）、宿泊業、飲食サービス業（同

＋４１．０％）などが増加した。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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⑥来道客数～４ヶ月連続で前年を下回る

１１月の来道客数は、８０８千人（前年比

▲４．７％）と４ヶ月連続して前年を下回った。

航空機利用による来道客数が４ヶ月連続して

前年を下回るなど、国内需要が減少してい

る。

４～１１月累計では８，１０７千人（前年同期比

▲０．９％）と前年を下回って推移している。

⑦貿易動向～輸出２ヶ月ぶりに減少

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比１３．２％

減の２４３億円、輸入が同１１．９％増の９０３億円と

なった。

輸出は、魚介類及び同調製品や自動車の部

分品、一般機械などが減少し２ヶ月ぶりに前

年を下回った。

輸入は、石炭や魚介類、ウッドチップなど

が増加し１１ヶ月連続で前年を上回った。ただ

し、輸入の５割を占める原油・粗油は単価下

落から１３ヶ月ぶりに前年を下回った。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

１２月の企業倒産は、件数は４０件（前年比

▲４．８％）、負債総額は１０１億円（同＋５２．６％）

となった。件数では２ヶ月ぶりに前年を下回

ったが、負債総額では３ヶ月ぶりに前年を上

回った。

業種別では、建設業１９件、卸売業、小売業

各６件などとなった。

４～１２月累計では、件数３３１件（前年同期

比▲１２．９％）、負債総額８６８億円（同▲４２．９％）

と件数・負債総額ともに下回った。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２２年１０～１２月期実績

前期に比べ売上DI（△２２）は５ポイ

ント、利益DI（△２３）は２ポイントそ

れぞれ低下し、業況は２期連続で後退し

た。

２．平成２３年１～３月期見通し

売上DI（△２７）は５ポイント、利益

DI（△２６）は３ポイントそれぞれ低下

し、先行きの見通しに警戒感が強い。

定例調査

業況は２期連続で後退
第３９回 道内企業の経営動向調査

公共投資の減少

原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録

景気対策

世界金融危機
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第３９回定例調査
（２２年１０～１２月期実績、２３年１～３月期見通し）
判断時点
平成２２年１２月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３３ １００．０％
札幌市 １６３ ３７．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０１ ２３．３
道 南 ３５ ８．１ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６２ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７２ １６．６ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４３３ ６４．７％
製 造 業 １８２ １０８ ５９．３
食 料 品 ５７ ３５ ６１．４
木 材 ・ 木 製 品 ３２ １９ ５９．４
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ２９ ５９．２
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２５ ５６．８
非 製 造 業 ４８７ ３２５ ６６．７
建 設 業 １４５ ８７ ６０．０
卸 売 業 ８９ ６１ ６８．５
小 売 業 ９６ ６４ ６６．７
運 輸 業 ５３ ３８ ７１．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２１ ７０．０
その他の非製造業 ７４ ５４ ７３．０

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２２年
７～９１０～１２

２３年
１～３
見通し

２２年
７～９１０～１２

２３年
１～３
見通し

全産業 経済対策効果薄れ、非製造業は売上・
利益ともに低下 △１７ △２２ △２７ △２１ △２３ △２６

製造業 売上・利益とも持ち直し △１１ △６ △１８ △２２ △１１ △１８

食料品 原料高と販売単価下落で、利益低下 △７ ０ △６ △１２ △２０ △３

木材・木製品 住宅着工が持ち直し、建材メーカーは
堅調 △１１ １１ ５ △３２ １１ △５

鉄鋼・金属製品・機械 原材料価格が低下し、利益上昇 ０ ３ △１７ △３１ ３ △２１

非製造業 建設、小売の不振響く △１９ △２７ △３０ △２０ △２７ △２８

建設業 土木建設業の低迷続く。リフォームは
堅調 △３２ △４３ △４４ △３８ △４１ △４３

卸売業 鋼材卸は堅調、農水産物卸は不振 △５ △８ △３１ ３ △５ △２８

小売業 自動車販売、スーパー、コンビニは不
振 ０ △２０ △２０ △４ △１９ △２２

運輸業 農作物運送、タクシー、バス会社が苦
戦 △４９ △３７ △４１ △４６ △４７ △４３

ホテル・旅館業 宿泊単価の低下で売上・利益ともに落
ち込む △２３ △６２ △２４ △２９ △４５ △１５

調 査 要 項

定例調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７５／本文　※柱に注意！／００４～０１２　定例調査  2011.01.14 22.06.18  Page 5 



-70

-60

食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI

卸売業 

小売業 

木材・木製品 

運輸 

鉄鋼・金属製品・機械 

ホテル・旅館 

＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（６１％） ＋３ ９期連続で第１位。建設業（７３％）、ホテル・旅館業（７１％）で７割
を超える。

�過当競争（５２％） ＋１ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（３８％）で１０ポイント上昇するなど、製
造業（３３％）でウエイト高まる。

�販売価格低下（３９％） ＋２ ホテル・旅館業（６２％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（５９％）で高
率。

�原材料価格上昇（２６％） ＋１ 運輸業（５１％）で１８ポイント上昇。木材・木製品製造業（５０％）でも
５割。

�諸経費の増加（２５％） ＋２ 運輸業（４３％）でウエイト大。

�価格引き下げ要請（１９％） △１ ３期連続で低下するも、卸売業（２８％）でウエイト大。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
６１
（５８）

①
６０
（６０）

①
５１
（４９）

②
４４
（５８）

①
６２
（５６）

①
８０
（８２）

①
６１
（５７）

②
７３
（６８）

①
６２
（５０）

②
５３
（４６）

①
６２
（６７）

①
７１
（６４）

②
４５
（５１）

�過当競争
②
５２
（５１）

３３
（３０）

２９
（２４）

③
２８
（４２）

③
３８
（２８）

③
３６
（３３）

②
５８
（５８）

①
７６
（７９）

②
４８
（４２）

①
５９
（６２）

３８
（３６）

③
５７
（５０）

①
５５
（５３）

�販売価格低下
③
３９
（３７）

②
４０
（３７）

③
３４
（２９）

２２
（３２）

②
５９
（３８）

②
４０
（５２）

③
３９
（３７）

③
３１
（４５）

③
４１
（３５）

③
５０
（４１）

２７
（１１）

②
６２
（６４）

③
３２
（２６）

�原材料価格上昇
④
２６
（２５）

③
３６
（３９）

②
４６
（３７）

①
５０
（４７）

２８
（５０）

２０
（２２）

２２
（２０）

１３
（１９）

２１
（２６）

２８
（１９）

②
５１
（３３）

１０
（９）

１７
（１１）

�諸経費の増加
⑤
２５
（２３）

２０
（２５）

２６
（３９）

１１
（２６）

２１
（２２）

１６
（７）

２６
（２３）

２０
（１６）

２３
（２０）

３４
（２８）

③
４３
（３９）

１４
（１４）

２５
（２５）

�価格引き下げ要請
⑥
１９
（２０）

２２
（２０）

２３
（２０）

１７
（１１）

２４
（２２）

２４
（２６）

１８
（２０）

１７
（１９）

２８
（３９）

８
（１２）

１４
（１４）

１０
（５）

２６
（２１）

�人件費増加 １６
（１４）

１７
（１７）

２９
（２０）

１１
（２１）

１０
（１３）

１２
（１５）

１６
（１４）

１２
（１１）

１３
（８）

１９
（１９）

５
（１１）

２４
（９）

２５
（２３）

	資金調達 １１
（１０）

１４
（１３）

１７
（１５）

１１
（１１）

１７
（１９）

８
（４）

９
（９）

１１
（１２）

１０
（８）

３
（３）

１４
（１４）

１９
（１４）

８
（１１）


設備不足 ９
（３）

１０
（６）

１４
（１２）

６
（－）

７
（６）

１２
（－）

９
（２）

４
（－）

８
（２）

５
（３）

１６
（６）

１９
（９）

１３
（－）

�人手不足 ７
（９）

４
（８）

３
（１０）

－
（５）

１０
（１３）

－
（４）

８
（９）

１２
（１０）

５
（６）

３
（４）

５
（６）

１０
（１４）

１３
（１５）

�代金回収悪化 ５
（６）

３
（２）

３
（５）

６
（－）

－
（－）

４
（－）

６
（７）

２
（２）

１６
（２１）

６
（４）

－
（３）

－
（－）

８
（９）


その他 ４
（３）

５
（３）

６
（７）

１１
（－）

３
（－）

－
（－）

３
（４）

２
（１）

５
（５）

３
（４）

－
（６）

－
（－）

６
（６）

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２２年
１～３４～６７～９１０～１２

２３年
１～３
見通し

２２年
１～３４～６７～９１０～１２

２３年
１～３
見通し

２２年
１～３４～６７～９１０～１２

２３年
１～３
見通し

全 道 △２０ △１４ △１７ △２２ △２７ △１５ △１７ △２１ △２３ △２６ ２７ ２９ ３２ ３５ ２１（２８）

札幌市 △２９ △８ △１１ △２２ △３０ △２５ △１５ △１６ △２６ △２４ ３１ ３４ ３３ ３８ ２９（２４）

道 央 △２３ △１５ △２６ △１３ △１２ △１３ △１４ △２９ △２３ △１５ ２４ ３２ ３５ ３７ ２０（２６）

道 南 △２０ △１６ △８ △３７ △２９ △２１ △２０ △２１ △２１ △３０ ２３ ２２ ２３ ２６ ９（２９）

道 北 △１２ △５ △１２ △２６ △３２ △７ △１３ △１３ △２０ △３７ ２３ ２７ ３８ ３４ １７（３４）

道 東 ３ △３２ △２６ △２４ △３８ ３ △２８ △２６ △２１ △３５ ２５ １６ ２２ ２９ １６（３２）

（ ）内は設備投資未定企業

売上DI

利益DI

定例調査
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今回の調査では、道内企業の売上、利益はともに減少しました。エコカー補助金終了や公

共工事の減少などが影響し、非製造業の不振が目立ちました。製造業も全体としては持ち直

したものの、猛暑による農作物収量・搾乳量の減少や不漁などにより原料価格が上昇し、食

品加工などの関連業種では利益が低下しています。このような中、企業は直営店での販売強

化や相手先との価格交渉・取引見直しなど、販売価格の引き上げと利益確保に努めていま

す。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞

秋鮭の漁獲高が予想に反して激減し、当社

の扱い高も約半分になった。数が少ないため

仕入れ値は高く、利益は小さい。

＜水産加工業＞

水揚げ量減少により、原材料価格の上昇と

工場稼働率の低下を招いた。販売面では価格

転嫁が歓迎されず苦戦し、収益も大幅に落込

むと予想している。値上げ交渉をしつつ、新

規販路を開拓する。

＜製菓業＞

他社との競合局面は少ないものの、「少し

でも安く」という傾向が強く、これまではな

かった首都圏の取引先からも単価引き下げ要

請が出始めた。このため、今後は直営店を最

重要視する。直営店ではブランド力があるの

で価格下落圧力はなく、売上も順調に伸びて

いる。

＜食品製造業＞

これまで通り地元以外での販促に注力す

る。しかし、北海道物産展自体の集客力も落

ちてきており、新商品の導入で新たな需要を

喚起したい。

＜乳製品製造業＞

猛暑による搾乳量の減少などで、バターの

製造量が減少した。このため、在庫が少なく

年末需要に十分対応出来ない状況である。

＜製材業＞

売上・利益ともに前年を上回り、資金繰り

にも余裕があるため、借入金の圧縮等に努め

ている。今後、原木が安定的に供給されるか

が問題である。

＜製材業＞

国有林の伐採減少により、同業各社は海外

での原木買付に動いている。しかし、他国との

仕入れ競争になり安価な原木は手に入らない。

＜木製建具製造業＞

工事量はそれなりにあるものの、販売価格

の下落により売上はいまひとつである。さら

に、仕入価格が上昇し、ダブルパンチの状況が

続いている。従業員には今まで通りの賞与は

支払えないという事で理解してもらっている。

＜金属加工業＞

業界の全国的な需要低迷により、関東のメ

ーカーが道内市場に積極的に低価格で攻めて

きている。

経営のポイント

販売価格引き上げに経営努力
〈企業の生の声〉
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＜機械製造業＞

注文が一時期に集中したため製作が間に合

わなくなり、やむなく断っている。

＜車体製造業＞

エコカー補助金もあり好調な業績を維持し

てきたが、その反動で１２月以降は受注の確保

が危ぶまれる。本州大手とは価格競争では劣

勢であるが、地元企業としてのきめ細かいサ

ービスや、技術力で培った取引先からの信頼

が強みである。

＜電気通信工事業＞

地上デジタル導入改修工事が多く発注され

ている。仕事は欲しいが、引き受けても人員

不足で処理しきれない。

＜型枠工事業＞

１２月初旬まで多忙を極めたが、元請け業者

の受注価格が上昇していない。札幌の職人

は、多くが賃金安のため離転職しており、来

年も相当な人員不足となるだろう。

＜建設業＞

今年度は自治体が積極的に耐震化工事等を

実施し、利益向上につながったが、来年度の

工事発注は少ないと思われる。民間企業に関

しても業況が厳しいなか設備投資は見込め

ず、頼りは個人住宅のリフォームのみであ

る。見通しは暗い。

＜靴卸売業＞

中国工場の生産体制に価格面、納期面で不

安がある。今後は、多品種少量生産、短納

期、注文に応じた加工が可能な工場を探す。

＜農産物卸売業＞

低価格指向の強まりで利益がますます低下

している。これまで量販店との協調を図って

きたが、今後は売上減を承知で取引を見直

す。また、取引先の信用が低下しているの

で、販売先の開拓に努力したい。

＜電器店＞

エコポイント制度が１２月より見直しとなる

ため、薄型テレビを中心に売上が急激に伸

び、増収増益となった。しかし、今後は年末

商戦を迎えるが、反動による大幅な売上減が

予想される。

＜自動車販売＞

１０月の自動車販売台数は、エコカー補助金

終了が響き前月を大きく下回った。今後も厳

しい状況が続くと思われるが、人員を営業部

門へシフトするなど販売体制の強化を図りた

い。

＜自動車販売＞

新車販売台数の激減に伴い中古車も入庫率

の激減と価格高騰が予想され、各販売店は在

庫確保に躍起になっている。こういう時期だ

からこそ、仕入れ車両に対するチェック体制

の強化等、密度の濃い対応を目指す。

＜生コン販売・建設業＞

札幌地区における生コン販売の過当競争が

激化し、価格が下落している。一方、戸建住

宅は持ち直しており、生コン分を穴埋めして

いる。

経営のポイント
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＜食品小売業＞

円高により海外からの仕入れ原価が下がっ

たことで、利益が増加した。また、タバコ値

上げに伴って一時的に売上が減少している

が、他商品の売上増加分を加味すると、その

影響もなくなりつつある。

＜家具店＞

同業他社が在庫を減らし販売単価を下げる

中、魅力ある商品開発により販売数量・単価

を確保できた。

＜作業用品店＞

売上・利益とも順調に伸びており、新店舗

も好調な滑り出しとなっている。一方、中国

産製品（メーカー品、自社輸入品とも）の納

期遅れや値上げ要請の問題が大きくなりつつ

ある。

＜めがね店＞

低価格店の影響で売上単価が下がってい

る。利益確保のため、高額商品の販売と経費

節減に力を入れている。

＜農産物輸送業＞

農産物、とりわけ主要貨物である玉ねぎ、

じゃがいもの不作が１０月以降の道外輸送量に

大きく影響するため、収入の激減が予想され

る。

＜鋼材輸送業＞

例年１０～１２月は多忙となるが、今年は仕事

量が少ない。大手荷主の案件が少ないため、

小口先を営業で獲得したい。

＜運送業＞

①人員削減と給与引き下げ、②余剰トラッ

ク減車、③不採算取引先との運賃引き上げ交

渉を実施し、赤字体質からの脱却に成功し

た。今後は事故防止を第一として、労務管理

に細かな目配りをする。

＜不動産業＞

中古住宅の売買が伸びているため、仕入れ

に力を入れる。

＜仕出し料理＞

地場食材を活用した商品構成を考え、百貨

店催事に積極的に参加した。利益面では課題

が残ったが、新年度に向けてのパイプ作りは

できた。

＜産業廃棄物処理業＞

今後、電気自動車の普及とともに、再生油

製造の原料であるエンジンオイルの供給量が

減少することが予想される。

＜自動車整備業＞

売上の３割を占める官庁関係の単価が低下

し、収益が減少している。CS（顧客満足）

工場をモットーとしており、その影響か、車

の入庫ペースが上がっている。業界では過当

競争が続いているが、逆にチャンスと思い、

CSと技術力の向上に力を注ぐ。

＜観光施設＞

前年があまりにも悪かったので今年度は売

上・利益とも伸びているが、数年前と比較す

ると格段に落ち込んでいる。今後は、１２月に

新幹線が青森まで開通するが、観光客が函館

にまで足を伸ばすかにかかっている。

経営のポイント
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会社法（平成１７年法律第８６号）が平成１８年５月１日に施行された。

これにより、中小企業は、定款をうまく定めることで様々なメリットを享受することができる

ようになった。

ただし、そのメリットを享受するためには定款変更が必要となる場面が多いため、以下、会社

法施行に伴う変更点とそれを前提とした定款例を見ていくこととする。

１ 役員の数

� 旧商法では、取締役の員数は、株式会社においては３名以上（旧商法２５５条）、有限会社に

おいては１人で足りる（旧有限会社法２５条）とされていた。このため、株式会社において

は、３名の取締役を形式的に準備せねばならなかった。

� しかしながら、会社法では、取締役の員数は、従来の有限会社と同じく１人で足りるとさ

れている（会社法３２６条１項）。よって、取締役会を構成する必要がなければ、取締役を一名

とすることも可能である。

定款例（取締役の員数）

取締役は、１名以上とする。

２ 役員の任期

� 旧商法においては、株式会社の取締役の任期は原則として２年とされていた（２５６条１

項）のに対し、有限会社の取締役の任期については特に規制が設けられておらず、無期限と

することも可能だった。

� これに対し、会社法においては、株式会社の取締役の任期につき２年を原則としつつ、公

開会社でない会社については、定款の定めにより、その任期の伸長を最長１０年の限度におい

て認めるものとされている（会社法３３２条）。そこで、役員の任期を１０年間とすれば、従来

は、２年毎必要であった役員の変更登記の手続きが省略することが出来る。又、取締役の側

からすれば、一度取締役となれば、株主からの信任が問われる機会が、１０年間は無いことと

なり、地位の安定に繋がる。

� もっとも、株主の側からすれば、一度選任すると、原則的に１０年間は、定時株主総会でそ

の地位の相当性を問う機会が失われることになるので、注意が必要である。

経営のアドバイス

中小企業における会社法を踏まえた定款の見直し
―会社法の解説（その１）―

朝日中央綜合法律経済事務所グループ
株式会社 朝日信託

弁護士 蒲谷 博昭
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定款例（取締役の任期）

取締役の任期は、選任後１０年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までとする。

３ 取締役会の非設置

� 旧商法においては、株式会社では、必ず取締役を３人以上置いて取締役会を設置しなけれ

ばならなかった。

しかし、会社法では、非公開会社（全部の株式を譲渡制限株式としている会社）において

は、取締役会を設置しないことが可能となり（３２７条１項）、また、前述のとおり取締役は１

人でもかまわないとされている（３２６条１項）。一人の代表取締役が、全て取り仕切るような

株式会社では、取締役会を設置しないとするのも一つの考えである。

� なお、既存の株式会社が定款で別の定めをしない場合、取締役会を置く定めがあるものと

みなされるため（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」とい

う。）７６条２項）、取締役会を非設置とする場合、定款変更が必要となる。

４ 監査役の非設置等

� 旧商法においては、株式会社では、監査役を１人以上設置しなければならなかった。

しかし、新会社法では、中小会社（資本金５億円未満かつ負債総額２００億円未満の会社）

かつ非公開会社においては、監査役を設置しないことが可能となった（３２７条、３２８条）。

また、監査役の権限は大きく分けて二つあり、一つは、取締役の業務の適法性（相当性ま

で見るべきとの考え方もある）を監査する業務監査権限、もう一つは、会社の財務が、会計

規則に則りきちんと行われているか否かを監査する会計監査権限である。しかしながら、実

情として、小規模の会社において、監査役に取締役の業務を監査させるのは、監査役ないし

会社にかなりの負担となる場合がある。そこで会社法では、中小会社かつ非公開会社は、監

査役会設置会社及び会計監査人設置会社を除き、監査役の権限を会計監査権限に限定する旨

の定款の定めを設けることができるとされた（３８９条１項）。

� なお、既存の株式会社では、定款を変更しない限り監査役をおく定めがあるものとみなさ

れるため（整備法７６条２項）、監査役を非設置とする場合、定款変更が必要となる。

補足として、既存の小会社は、監査役の権限について会計に関するものに限定するとの定

款の定めがあるものとみなされる（整備法５３条）。この場合、取締役を監査する権限は株主

がとってかわり、株主の権限が強化されることになるので、それを望まない場合には、監査

役の権限に業務監査権限を追加することが必要となる。
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５ 取締役会の書面決議等

� 旧商法の下では、取締役会決議につき書面決議の方法により行うことは認められていなか

った。つまり、取締役が一堂に会して、決議を行う必要があった。しかしながら、特に重要

でない事項に関しては、いちいち取締役が集まるのも不便である（実際は、集まっていない

のに取締役会議事録だけ作成していたのが大半のケースであろう）。

� そこで、実情に合わせるため、会社法においては、定款に定めを設けることにより、取締

役会の決議の目的である事項につき、各取締役が同意し、かつ、当該会社に業務監査権限を

有する監査役が設置されている場合にあっては各監査役も特に意見を述べることがないとき

に限り、書面又は電磁的方法により決議をすることができるものとされている（３７０条）。回

覧板やメールの形で取締役会を成立させることができる。

� もっとも、すべての取締役会がいわゆる書面決議でできるわけではなく、代表取締役等が

３ヶ月に１回以上行わなければならない取締役会への業務執行状況の報告については、実際

に取締役会を開催する必要がある。

定款例（決議の省略）

取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に

つき、取締役（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の取締役会の決議

があったものとする。

６ 株主総会の招集

株主総会の招集の通知は、非公開会社においては、株主に書面投票・電子投票を認める場合

を除き、株主総会の会日の１週間前までに株主に発しなければならない。

しかし、この期間は、取締役会非設置会社では、定款によりさらに短縮することができるも

のとされている（２９９条１項）。純粋な同族会社で争いが無いような会社では、期間を極端に短

くして、手続面の負担を軽減することも可能である。一方で、争いが生じるような場合におい

ては、少数株主の側にとっては、準備期間が短くなり、株主総会の対応に苦慮することとな

る。

定款例（株主総会の招集）

株主総会を招集するには、会日より５日前までに、議決権を行使することができる株主に

対してその通知を発しなければならない。
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７ 株券不発行の原則

� 旧商法の下では、定款に株券を発行しない旨の定めがない株式会社においては、原則とし

て株券を発行しなければならないこととされていた。

� これに対し、会社法は、会社はその株式に係る株券を発行する旨を定款で定めることがで

きると規定し（２１４条）、従来とは逆に、株券の不発行を原則とし、株券を発行する場合は定

款に規定を置くものとした。つまり、現在の会社法では、株券が無いのが原則である。

定款例（株券の不発行）

当会社の株式に係る株券は、これを発行しない。

８ 株式の相続制限

� 従来は、株式を譲渡制限株式とした場合でも、相続や合併等の事由による株式の移転は制

限できなかったため、会社にとって好ましくない者に株式が分散することを阻止できなかっ

た。

� 会社法では、定款で定めることにより、会社が相続その他の一般承継で移転した譲渡制限

株式について売渡請求を行うことが可能になった（１７４条）。

� この規定を設けることにより、少数派の株主の更なる分散を防止することが可能となり、

会社の経営を安定させることができるようになった。もっとも、注意する必要があるのが、

この制限は、株主全員に対して効力があるということであり、多数派の株主にも効力が生じ

る。このため、設定の時期を注意する必要があり、一定の目的が達成された場合は、場合に

よっては規定から外すことも検討するべきである。

定款例（株式の相続制限）

当会社は、相続により当会社の株式を取得した者に対し、当該株式を当会社に売り渡すこ

とを請求することができる。
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朝日中央綜合法律経済事務所グループ 概要

朝日中央綜合法律経済事務所グループ
弁護士法人 朝日中央綜合法律事務所、税理士法人 朝日中央綜合事務所、朝日中央霞が関経済法律
事務所、朝日中央経済法律事務所

業務内容
民事・商事訴訟、家事審判、民事・商事非訟など裁判業務、示談交渉業務、一般企業法務、
相続、事業承継、非上場株式売却・評価、民事再生、破産、任意整理、不動産明渡、共有物分割、
賃料増額などの不動産問題、税務、税務訴訟、離婚、離縁等の親族問題、成年後見、重大交通事故

構成員 弁護士、公認会計士、税理士 計２８名 事務職員２５名

グループ事務所・会社所在地
札幌市中央区南一条西２丁目５番地 南一条Kビル７階
東京都千代田区霞が関３丁目２番５号 霞が関ビル１９階
大阪市中央区本町４丁目１番７号 第二有楽ビル８階

グループ沿革
昭和５１年７月 林信一法律事務所を設立
昭和６２年８月 朝日中央綜合法律事務所に改称
平成１５年５月 弁護士法、税理士法改正に伴い

弁護士法人 朝日中央綜合法律事務所、税理士法人 朝日中央綜合事務所、朝日中央
霞が関経済法律事務所、朝日中央経済法律事務所にそれぞれ改組

平成１７年２月 信託業法改正に伴い株式会社朝日信託を設立

株式会社朝日信託
資本金 ３億８０００万円、役職員数３８名、信託業免許番号 金監第２４８３号

業務内容
信託業務、財産管理業務、遺言執行業務及び遺産整理業務、財産の承継等に関するプランニング業
務
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４～６月 ９３．０ ８．５ ９５．７ ２１．０ ９７．６ １２．８ ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７～９月 ９３．９ ６．１ ９４．０ １３．５ ９６．１ ５．７ ９５．８ １４．３ ９０．９ △３．６ ９７．６ ３．４

２１年 １１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 ９３．３ ８．２ ９５．０ １７．３ １００．０ １４．４ ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 ９３．５ ６．４ ９４．８ １４．２ ９４．９ ５．４ ９６．５ １４．７ ８８．９ △６．２ ９６．７ １．３
８月 ９３．８ ６．２ ９４．３ １５．１ ９７．４ ７．０ ９５．７ １５．８ ８９．６ △５．１ ９７．５ ２．６
９月 ９４．３ ５．６ ９２．８ １１．５ ９６．０ ４．５ ９５．２ １２．６ ９０．９ △３．６ ９７．６ ３．４
１０月 r ９０．６ △１．０ r ９０．９ ４．３ r ９４．１ △０．８ r ９２．３ ４．１ r ８９．２ △３．４ r ９６．６ ３．８
１１月 p９４．８ ２．５ p９１．８ ５．８ p９７．５ ２．９ p９４．６ ８．０ p８９．１ △５．５ p９５．０ ２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９ △７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１△４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７５６ △３．４
７～９月 ２１９，８３０△１．１ ４７，４６７△１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１５ △３．０ １６６，４４４ △０．６ ３１，３５２ △０．９

２１年 １１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１ △４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１ △４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３ △３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６ △３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 ７２，３９９ ０．０ １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ ５，３６３ △５．７ ５５，１２６ ０．３ １０，２７２ △１．６
７月 ７６，５６１△０．９ １７，１８９ △１．３ ２０，２４２ △１．５ ６，５１４ △１．４ ５６，３１９ △０．７ １０，６７６ △１．２
８月 ７３，７３９△１．７ １５，５００△１．８ １６，２８７ △２．５ ４，７４３ △３．０ ５７，４５２ △１．５ １０，７５７ △１．３
９月 ６９，５３０△０．５ １４，７７８ △１．７ １６，８５７ △３．６ ４，８５８ △５．０ ５２，６７２ ０．５ ９，９１９ ０．０
１０月 r ７３，８１２ ０．３ r １５，８０９ ０．４ １８，１７９ △１．３ ５，５５６ ０．６ r ５５，６３３ ０．９ r １０，２５３ ０．３
１１月 p ７２，９８３△２．５ p １６，３２９ ０．２ p １８，０４３ △４．９ p ６，０２７ △０．４ p ５４，９４０ △１．６ p １０，３０２ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年２月号
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３
７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．２ △０．２ ９９．５ △０．８ ８５．８６ ９，３６９

２１年 １１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７
８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．１ △０．３ ９９．５ △０．９ ８５．４７ ８，８２４
９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．６ ０．０ ９９．８ △０．６ ８４．３８ ９，３６９
１０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２
１１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．７ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０
７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６

２１年 １１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９
８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１
９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２
１０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９
１１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年２月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３
７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２３，３７６ １３．０

２１年 １１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９
８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．５ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ７，０７３ ２４．１
９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ９，４５９ ４．２
１０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，３５８ ７．０
１１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ６，４４２ １１．６

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０
７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５

２１年 １１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ ↑ ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０
８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２
９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５
１０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ － ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９
１１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ － ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７５／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2011.01.14 22.16.47  Page 23



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，１２６ △１７．１ ９７７，２９２ △３７．０ ５３７，８０７ △２５．２

２１年７～９月 ９６，３０５ △２０．４ １４４，６２２ △３４．４ ２３３，９３８ △５３．５ １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９

２２年１～３月 ８４，７９９ ３３．０ １６０，３３１ ４３．３ ２８３，５７４ ２９．６ １４３，７５０ １８．９
４～６月 ８２，４５９ ４５．６ １７０，６４４ ３３．２ ２９５，５５５ ５２．０ １５３，３１４ ２７．９
７～９月 ８３，７５４ △１３．０ １７０，３１５ １７．８ ２７６，６９５ １８．３ １５３，５９９ １４．５

２１年 １１月 ２７，９５５ ２０．６ ４９，８８２ △６．３ ８０，７３９ △２０．６ ４６，２２９ △１６．７
１２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ △０．０ ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ １１１，４１５ ４５．６ ５１，５３０ ２４．３
５月 ２４，１７２ ２２．７ ５３，０９８ ３２．１ ８７，１１５ ４２．４ ４９，９３８ ３３．６
６月 ２９，０１２ ６４．４ ５８，６６８ ２７．７ ９７，０２５ ７１．０ ５１，８４６ ２６．２
７月 ３２，９２２ △９．２ ５９，８２７ ２３．５ ９８，２７１ ４３．８ ５１，８３５ １５．８
８月 ２２，１５５ △２．６ ５２，０７９ １５．５ ７７，６６９ ７．０ ５１，２３９ １７．９
９月 ２８，６７７ △２３．１ ５８，４０９ １４．３ r １００，６８９ ８．３ ５０，５２４ １０．０
１０月 r ３０，６５５ ２．１ ５７，２４１ ７．８ r ９０，５５７ ２．６ r ４９，０５７ ８．８
１１月 p ２４，２５８ △１３．２ ５４，３９８ ９．１ p ９０，３０７ １１．９ p ５２，７８７ １４．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５

２１年 １１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９
６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７月 １３４，００１ ２．５ ５，７３５，４３７ １．９ ９０，４６１ ０．４ ４，０８５，７５２ △１．６
８月 １３３，９５７ ２．１ ５，７４０，８６８ ２．３ ９０，４２４ ０．３ ４，０６７，４７１ △１．７
９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０月 １３３，７４１ １．４ ５，７３０，２４５ ２．４ ９１，４５８ ０．２ ４，０６７，７０６ △１．９
１１月 １３４，５５１ １．９ ５，７５８，６３５ １．９ ９１，１２３ △０．２ ４，０６０，２７２ △１．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７５／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2011.01.14 22.16.47  Page 24
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成22年10～12月期実績、平成23年1～3月期見通し） 

●中小企業における会社法を踏まえた定款の見直しー会社法の解説（その１）ー 
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